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主治医の先生へ 

学校生活管理指導表（アレルギー疾患用）の 

作成についてのお願い 

 

学校では、食物アレルギー疾患を有し、学校での対応が必要な児童生徒の保護者に対して「学校生活管

理指導表（アレルギー疾患用）」を配布し、原因食物の除去を指導している主治医に記載していただいた

「学校生活管理指導表（アレルギー疾患用）」を学校へ提出していただくよう求めています。 

必要に応じて、保護者を通じて学校からより詳細な情報提供や指導助言をお願いすることもありますの

で、御協力くださいますようお願いいたします。 

 

作成にあたっての留意点について 

１ 現在の状況及び今後１年間を通じて予想される状況を記載します。 

２ 食物アレルギーは、成長とともに寛解することがあるので、毎年対応の見直しが必要です。また、症状

等に変化が無い場合であっても、配慮が必要な間は、毎年新しいものを学校へ提出することになって

います。また、対応に変化があった場合は、年度内でも管理指導表にてお知らせください。 

３ 記載については、「学校のアレルギー疾患に対する取り組みガイドライン」《令和元年度改訂》（財団法人 

日本学校保健会）を参考にしてください。 

参考ＵＲＬ：https://www.gakkohoken.jp/books/archives/226 

４ 学校生活において、配慮や学校の対応が必要とする場合のみ作成するものです。 

アレルギー検査が陽性でも、除去などの配慮が不要な食物については記入する必要はありません。 

５ 因食物の除去を指導している主治医が記入してください。 

判断に迷う場合や、より専門的な診療が必要な場合には、専門の医療機関を受診するよう紹介してく

ださい。 

６ 緊急連絡先医療機関については、「Ｂ.アナフィラキシー病型」や「Ｄ.緊急時に備えた処方薬 ２.アドレ

ナリン自己注射薬（エピペン®）」に○がついている場合には、必ず記載してください。緊急時の受入れ

ができない場合には、専門の医療機関を紹介受診し、緊急時の対応について相談するよう保護者に指

導してください。 

７ 食物アレルギー・アナフィラキシー病型について 

過去にアナフィラキシーの既往がある場合には、左のアナフィラキシー欄の「あり」に○をつけてくだ

さい。 

アナフィラキシーとは「複数の臓器にわたり症状がみられた」場合を意味します。蕁麻疹だけが見られ

るものは含まれません。 

８ 診断書と同じ扱いになります。文書料は自費となり健康保険や子育て支援医療助成制度の対象外であ

り、料金は医療機関により異なります。 
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除去根拠（必須） 

一般に食物アレルギーを血液検査だけで診断することはできません。実際に起きた症状と食物経口負

荷試験の結果などを組み合わせて医師が総合的に診断します。したがって、学校生活管理指導表にはア

レルギー検査のデータ等の記載は不要です。 

食物の除去が必要な児童生徒であっても、その多くは除去品目数が数品目以内にとどまります。あまり

に除去品目数が多い場合には、不必要な除去を行っている可能性が高いとも考えられます。除去品目数

が多いと食物アレルギー対策が大変になるだけでなく、成長発達の著しい時期に栄養のバランスが偏るこ

とにもなるので、そのような場合には「除去根拠」欄を参考に、保護者と相談しながら慎重に診断をしてい

くことが必要です。 

 

① 明らかな症状の既往 

過去に、原因食物の摂取により明らかなアレルギー症状が起きているので、除去根拠として高い位置付

けになります。 

ただし、鶏卵、牛乳、小麦などの主な原因食物は年齢を経るごとに耐性獲得（食べられるようになること）

することが知られています。実際に乳幼児早期に発症する食物アレルギーの子供のおよそ９割は就学前に

耐性獲得するので、直近の数年以上症状が出ていない場合には、“明らかな症状の既往”は除去根拠とし

ての意味合いを失っている可能性もあります。主な原因食物に対するアレルギーがあって、耐性獲得の検

証が行われていない場合には、既に食べられるようになっている可能性も十分に考えられます。 

② 食物経口負荷試験陽性 

食物経口負荷試験は、原因と考えられる食物を試験的に摂取して、それに伴う症状が現れるかどうかを

みる試験です。この試験の結果は①に準じており、除去根拠として最も高い位置付けになります。ただし、

①の場合と同様に主な原因食物についての数年前の負荷試験の結果は信頼性が高いとは言えませんの

で、再度食べられるかどうか定期的に検討する必要があります。 

③ ⅠgE 抗体などの検査陽性 

原因食物に対するＩgＥ抗体価が高値の場合には、③だけを根拠に診断する場合もあります。しかし、一

般的には血液や皮膚の検査結果だけで、食物アレルギーを正しく診断することはできません。検査が陽性

であっても、実際はその食品を食べられる子供の方が多いのも事実です。そのような場合には記載する

必要はありません。 

④ 未摂取（未摂取で除去が必要な食物がある場合のみ記入してください） 

小学校入学前までにクルミやカシューなどの木の実類などは食べたことがない児童もおり、食べたこと

がない食品を給食で提供することにより新規発症が起こることもあるので注意が必要です。 

しかし、単に食べたことがないものをすべて未摂取として記述する必要はなく、アレルギーの関与が疑

われる未摂取のものに関して、除去根拠④未摂取として記載します。 

 

＊学校のアレルギー疾患に対する取り組みガイドライン（公益財団法人 日本学校保健会）参照 

【埼玉県教育委員会】   
  

※ 埼玉県教育委員会作成 学校給食における食物アレルギー対応マニュアル【５訂】 

  様式集（p.14～）3より 



食物アレルギー疾患のある児童生徒の主治医の皆様へ 

～入間市立学校における「学校生活管理指導表（アレルギー疾患用）」の記入のお願い～ 

 

 入間市立小・中学校では、「学校生活管理指導表（アレルギー疾患用）」を基に、下記のとおり食物アレル

ギー対応を行っております。 

 また、学校生活においては、修学旅行や調理実習など様々な教育活動で食物を扱う場合が考えられま

す。 

 つきましては、保護者からの求めに応じ｢学校生活管理指導表（アレルギー疾患用）｣の記入をお願いい

たします。 

 

１ 学校給食における除去対応について 

 安全性の確保のため、原因物質の完全除去対応を原則とします。 

例）飲用牛乳は×、調理用牛乳は○の場合 ⇒ 飲用、調理用ともに× 

 

２ 完全除去を基本とした対応について 

 「Ｃ．原因食物・除去根拠」に○が付いている食物については、完全除去を基本とします。 

 医師のコメント（例えば２５ｍｌまで摂取可能、果物の缶詰は摂取可能など）がある場合や、家庭で喫食し

ている場合においても、以下３の場合を除き、食物の分量及び加熱による部分除去は行いません。 

 

３ 完全除去の例外対応等について 

 下記の項目については食物アレルギーのある児童生徒であっても基本的には摂取可能なことや、重症

な食物アレルギーでなければ除去の必要がないことから、適切な栄養素の確保・生活の質の維持と併せ

て、調理場の負担の軽減を図るため、完全除去の例外とします。 

項 目 内 容 
学校生活管理指導表（アレルギー疾患用）の

記入にあたっての注意項目 

調味料･だし･

添加物 

原則使用します。 重症児童生徒で「調味料・だし・添加物」の除

去が必要な場合 

「Ｅ．原因食物を除去する場合より厳しい除

去が必要なもの」に記載 

コンタミネーシ

ョン 

（微量混入） 

学校給食は、限られた調理スペースで決められ

た時間内に大量の調理を行うため、調理工程及

び洗浄の際に微量混入の可能性があります。ま

た、食品加工工場等の製造過程で、微量混入の

可能性も考えられます。 

微量の混入でも重篤な症状が出る場合 

「Ｆ．その他の配慮・管理事項」に記載 

 

４ 使用禁止食材について 

 入間市では、学校給食でそばとピーナッツは使用しません（校外学習等では使用の可能性があります）。 

 「Ｃ．原因食物・除去根拠」がそば・ピーナッツのみの場合は、「学校生活上の留意点 Ａ．給食」欄は「１．

管理不要」となります。ただし、微量の混入でも重篤な症状がでる場合は、「２．管理必要」とし、「Ｆ．その他

の配慮・管理事項」に微量混入不可と記入をお願いします。また、校外学習等では使用の可能性がありま

すので「学校生活上の留意点 Ｄ．宿泊を伴う校外活動」欄は、「２．管理必要」としてください。 

 

５ その他の留意事項 

 必要に応じ、保護者を通じて、学校からより詳細な情報等の追記を求められることもありますので、ご協

力よろしくお願いいたします。  
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入間市教育委員会 
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